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平成２１年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要
事務事業名 自主防災組織育成事業 開始年度 17年度

担当課（局） 総務課 担当係 生活安全係

基 本 目 標 活水対策・土砂災害防止対策の推進

21年度予算 2,000

記入者 川野　和成 評価者 間　　省二

人

事業の実施方法

20年度人件費 719 千円 21年度人件費 728 千円 事業従事者数

20年度決算 0

事業の目的
災害情報の収集及び伝達、避難、救助等を円滑に遂行するため自治公民館長を中心とした防災組織の充実を図
る。

事業の内容
自治公民館長を中心とした防災責任者の選任及び育成、避難訓練、消火訓練等の実施の援助、日頃の備えや防災
知識の普及のための講習会等の実施、災害時要援護者の把握と災害ボランティアとの連携を行う。

0.10

◎事務事業の目的・内容

0.10

◎成果指標と活動指標

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

自主防災組織 規約を有する自主防災の組織化をすることで、組織の育成が図られる。

緊急時連絡体制の整備 緊急時連絡先届を提出してもらうことで、緊急時の連絡体制が確立する。

活動指標

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

行政事務連絡員への説明 地区のリーダーとなる行政事務連絡員へ防災に対する説明を実施する。

説明会等開催数 住民の自主防災の必要性を認識させるため、説明会を開催する

◎達成状況
指標名 単位 １９年度 ２０年度 ２１年度標 度 度 度

成
果
指
標

自主防災組織

目標値
件

目標値
回

5
実績値 4 4
達成率 ％ 0.0% 0.0%

緊急時連絡体制の整備

目標値
地区

84 84 84
実績値 57 54
達成率 ％ 67.9% 64.3%

実績値
達成率 ％ 0.0% 0.0%

活
動
指
標

行政事務連絡員への説明

目標値
回

2 2

説明会等開催数

目標値
回

2

実績値 2 2

達成率 ％ 100.0% 100.0%
10 10 12

実績値 5 4
達成率 ％ 50.0%

達成率 ％ 0.0% 0.0%

40.0%

0

目標値

◎事務事業の評価

妥　当　性
（必要性）

◎目的からして町が行うべきか
◎同様の事業を他課・他団体で行って
いないか
◎事業廃止による影響があるのか

◎災害対策基本法に定められており、町地域防災計画に定めている。（２章１８節）
◎社会福祉協議会が、災害ボランティアとして行っているが、防災知識を伴うものについては総務課危機管理
室が主体として行うことが望ましい。
◎事業の廃止によって、防災意識の低下が懸念されるとともに、緊急時の対応に支障を来たす。

実績値

有　効　性
◎目標に対して成果は得られているか
◎成果向上のための改善余地がある
か

講習会は、例年数箇所の地区で行っており、特に高齢者の参加が多く見受けられる。
防災意識の向上が現れてきた。
自主防災組織の結成について、熱心に動いている公民館長がいる。

効　率　性
◎活動量の効果は上がっているか
◎経費や時間の削減余地があるか

◎防災講習会については資料用印刷程度の経費で実施できる。
◎勤務時間外の講習会になった場合、職員の時間外手当の経費が必要となるが、参
加職員を少なくすることで削減の余地がある。

協　働　性
◎町民との協働の可能性があるか（ボ
ランティア・ＮＰＯ等）

自治公民館との連携がとれることと、防災機関との連携が図れる。



事務事業名 自主防災組織育成事業 担当課（局） 総務課

◎総合評価（今後の方向性を含む）

総
　
合
　
評
　
価

◎担当者の方針に対する評価
者としての所見
◎統括者として、どのように事
業を進めるべきと考えている
か、等

災害の防止に、自主防災組織が大きな役割を果たすことは
過去の事例で証明されており、組織の育成強化が今後の地
域防災の要であると考える。

組織育成のための支援制度の創設が必要と考える。

今後の方向性

　
事
業
の
方
向
性

拡充 ○

現状維持

廃止

縮小

拡充

コ　ス　ト

廃止 縮小 現状維持

事務事業評価委員会
評　価　欄

事　業 拡充
◎「防災備品等整備事業」「防災情報配信事業」「自主防災組織育成事業」「防災訓練事業」
については、「防災事業」として総合的に評価を行う方が良い。
◎コミュニティ助成事業を活用していくこと。
◎「説明会」のあり方について検討をすること。

コスト 現状維持


